令和３年度　職層別研修　能力向上部門「政策提案」事前調査用紙
研究テーマ『多文化共生』
団体 　　　　 　　　　　所属　 　　　　　課   　　　　　係　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◎研究テーマ設定の背景　

昨今の多文化共生施策を取り巻く社会経済環境は、外国人労働者の受入れ等による外国人住民の増加、AI・RPA、スマートフォン等のデジタル機器を活用したスマート自治体への転換、大規模地震の発生や気象災害の激甚化、だれ一人取り残さないあらゆる人々が活躍する社会を実現する活動等等々大きく変化している。
このことを踏まえ、国は、2020年に、現行の「地域における多文化共生推進プラン」を改訂した（以下、改訂プランという。）。
改訂プランの要点は、
・全ての外国人住民を孤立させることなく、地域社会を構成する一員として受け入れていくという視点に立ち、日本人と同様に行政サービスを享受し安心して生活することができる環境を整備していくことが必要
・外国人独自の視点や強みを活かした活動を通して、外国人や地域のコミュニティを支えている外国人住民との連携・協働を図ることで、地域を活性化することが必要
等である。
各自治体は、行政・地域情報の多言語化や外国人住民への生活支援、コミュニティ支援等の取組にとどまることなく、地域の担い手として活躍できる場が設けられた、将来に向かって日本人も外国人も、誰もが安全・安心して住み続けられる地域社会の実現を目指さなければならない。
どのようにすれば、真に必要なサービスを持続して安定供給できるのか。その供給体制も、将来の人口構成に合わせて、いわゆる『公（自治体や自治体同士）、共（自治会・町内会、NPO等の活動団体）、私（民間団体や企業等）』の連携や協力などを前提に、どう最適化を図れば良いのか、子育て、福祉、教育、都市基盤整備等の自治体行政の主要分野で、戦略的に取り組む必要がある。
※上記の研究テーマ設定の背景と事前配布資料を、十分に読んで分析・把握に努めて、下記の設問
に答えてください。

 (１)所属団体での「多文化共生」に関する取組状況を挙げてください。
裏面につづく
(２) あなたが、今後充実していかなければならないと考える「多文化共生」の取り組みについて、その「理由、目的、効果」など具体的に挙げてください。
※このスペースで書ききれない場合は、別紙に記載してください。　

※この用紙は研修所ホームページ（http://www.tskweb.jp）からもダウンロードできます。
「トップページ＞研修紹介＞研修書式ダウンロード」をご覧ください。
　※その他参考資料
　　・国（法務省）：外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（確定版）
　　・東京都（総務局行政部）：多摩の振興プラン（概要版）
　　・東京市町村自治調査会：多文化共生に向けた地域における国際交流に関する調査研究報告書　










































